
 

 

 

 

砂防指定地進達業務の効率化について 
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国の直轄事業による砂防工事は、砂防法第2条及び第6条により、施工箇所を砂防指定地

及び直轄施行区域に指定しなければ、事業に取りかかることができない。 

しかし、その指定手続きには時間を要するため、より計画的に事業を進めていくために

は、事務手続きの効率化が必要となっている。 

本論文は、砂防指定地の指定に必要な事務手続きの効率化に取り組むことによって、よ

り円滑な計画の推進を図ることを目的とした検討内容の報告である。 
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１．はじめに 

 

(1)伊那谷と天竜川 

a)伊那谷の地形 

天竜川上流河川事務所が管轄区域としている長野

県南部は、赤石山脈と木曽山脈に挟まれた盆地地形

となっており、両山脈に挟まれた平坦部が谷状に見

えることから、「伊那谷」と呼ばれている。 

 その伊那谷の中心を流れるのが天竜川であるが、

伊那谷は、標高差約2,000mの両山脈によって急峻な

地形となっており、かつ、伊那谷の東側には「中央

構造線」、北側には「糸魚川－静岡構造線」が走っ

ているほか、伊那谷内にも伊那谷断層帯が存在して

いるなど、複雑で脆弱な地質となっている。そのた

め、伊那谷の地域には荒廃地や斜面崩落が散見され、

渓流には大量の土砂が非常に不安定な状態で堆積し

ている。 

 

 
    図-1 伊那谷と奥に望める赤石山脈 

 

b）伊那谷の災害 

このような地形であることから、伊那谷は過去幾

多の災害に見舞われている。特に被害の大きかった

昭和36年の梅雨前線豪雨（通称36災害）では、下伊

那郡大鹿村をはじめ伊那谷各地で多数の土石流や斜

面崩落、堤防の決壊などが起こり、死者約130名、

家屋の全壊・流失・半壊約1,500戸といった甚大な

被害が発生した。 

 近年の例では、平成18年7月の豪雨により、辰野

観測所で48時間雨量335mmを記録し、岡谷市、辰野

町で土砂災害が発生している。 

 

 
図-2 36災害で崩落した大西山（下伊那郡大鹿村） 

 

(2)天竜川上流域における直轄砂防事業 

 このような背景から、天竜川上流域においては、

昭和12年に当時の内務省名古屋土木出張所小渋川砂

防工場が設置されたことにより、国の直轄砂防事業

が開始されている。 

 平成29年現在、天竜川上流河川事務所では三峰川、

小渋川、新宮川、太田切川、中田切川、与田切川、

片桐松川、遠山川の8流域、合計約1,332㎡を直轄砂

防区域としており、これらの流域内における計画超



 

 

過土砂量（水系砂防計画における土砂処理計画の対

象となる土砂量）は約133,000千㎥と推定されてい

る。 

 管轄する流域が広く、対象とする土砂量が多いこ

とから、直轄区域内での整備率（計画超過土砂量に

対して、現在流域に配置された砂防堰堤などによっ

て処理できる量の割合）がまだ低い流域もあり、今

後、整備率の低い流域を中心として、各流域でバラ

ンス良く円滑に事業を進めていく必要がある。 

 

２．砂防指定地 

 

(1) 砂防指定地とは 

 砂防指定地とは、砂防法第2条（明治30年3月30日

法律第29号）に基づき、「治水上砂防のための砂防

設備を要する土地、または、一定の行為を禁止若し

くは制限すべき土地として、国土交通大臣が指定し

た一定の区域」である。つまり、砂防工事を行うた

めには、施工する区域を砂防指定地に指定しなけれ

ばならない。 

 さらに、国土交通省の直轄工事とする場合には、

同法第6条により、施行区域を直轄工事施行区域と

して指定しなければならない。本来、砂防設備の工

事及び維持は、同法第5条により、都道府県知事の

責務となっている。しかし、①他の都道府県の利益

を保全するために砂防設備を整備する必要がある場

合、②利害関係が一都道府県に留まらない場合、③

工事の施工が至難である場合、④工事の費用が至大

である場合には、国土交通大臣が直轄で工事及び維

持を行うものと第6条で規定されている。 

 つまり、国の直轄砂防事業を行う場合、第２条に

よる砂防指定地の指定（以下、2条指定という。）、

さらに第6条による直轄施行区域の指定（以下、6条

指定という。）が行われていなければならない。 

 ２条指定及び６条指定が行われていなければ、国

の事業として用地を買収することはできず、砂防設

備の施工に着手することができない。砂防事業を進

めていくためには、砂防指定地の指定及び直轄施行

区域の指定が不可欠なのである。 

 

(2) 砂防指定地の進達手続き 

a)砂防指定地申請調書の作成 

2条指定及び6条指定を行うためには、指定する区

域の範囲及び着工年度を官報で告示しなければなら

ない。官報で告示するために、出先の事務所から国

土交通本省まで上申（進達）手続きを行うため、こ

こでは2条指定及び6条指定を官報で告示するまでの

手続きを便宜的に「進達手続き」と呼ぶ。 

進達手続きは、砂防指定地指定要綱（平成元年九

月十二日河川局長通達）などに基づき、指定する区

域や目的などを記載した「砂防指定地申請調書」

（以下、「申請調書」という。）を作成することに

よって行う。 

申請調書は、砂防事務所の調査課などが作成し、

水政課を中心した本局河川部（以下、「河川部」と

いう。）及び本省水管理・国土保全局砂防部砂防管

理室（以下、「砂防管理室」という。）が審査した

結果を反映した後、正式な調書として河川部へ提出

される。申請調書は河川部から砂防管理室へ提出さ

れ、砂防管理室で申請調書をもとに官報の告示文を

作成し、告示を行う。天竜川上流河川事務所で行う

申請調書の作成から官報告示まで流れは図-3のとお

りである。 

河川部のヒアリングから、官報で告示されるまで

に平均して10ヶ月～15ヶ月程度の期間を要する。天

竜川上流河川事務所が砂防指定地の進達手続きを行

い、官報告示までに要した日数の一例が、図-4であ

る。 

 

図-3 砂防指定地の進達手続きフロー 

 

図-4 過年度の指定地と指定に要した日数（一例） 

 

b)手続きに時間を要する原因 

砂防指定地の進達手続きに時間を要する原因とし

ては、主に以下のことが考えられる。 

①申請調書の作成時間 

天竜川上流河川事務所では、詳細設計その他付

属工作物の設計までが全て完了した後に、申請調

書の作成に着手している。一方、河川部のヒアリ

ングは年3回定期的に行われており、基本的に6月、 



 

 

10月、1月となっている。3月末に詳細設計業務が

完了したと仮定した場合、6月のヒアリングまで

に2ヶ月程度の時間はあるものの、20種類以上の

書類（図-5参照）によって構成されている申請調

書の作成及び確認には時間を要するため、河川部

のヒアリング1回につき多くの調書を持参しなけ

ればならない場合、ヒアリングまでに調書が完成

せず、4ヶ月後の次回ヒアリングに持ち込むこと

がある。 

 

 
図-5 砂防指定地申請調書の添付図書一覧 

 

②資料の修正が発生する。 

  申請調書は審査の段階で、多くの修正が入る。

その原因として、社会情勢の変化、構造選定や施

工方法についての考え方の変移、地域からの要望

の反映などが挙げられる。その結果、指定範囲が

修正となれば、平面図など全体の3分の1程度の書

類が差し替えとなる。その他、登記簿や現地写真

の追加など、一度の修正に時間を要することも多

い。 

また、ヒアリングの結果次第では、設備の位置

や構造について見直しが必要となる場合がある。

その場合、設計業務が完了しているため、ヒアリ

ング結果を設計業務に反映させることができず、

設計をやり直したり、その時点で事業が止まって

しまったりする場合もある。設計業務を行ってい

る段階で、砂防指定地の考え方を反映させること

ができれば、このような事態を回避することがで

きると思われる。 

 

③進達手続きの専門性 

  申請調書には、指定範囲の考え方や渓流の概要

整備状況、設計の比較案などの多くの情報が含ま

れているため、一定の知識と経験が必要となる。

特に事務官で砂防事業の知識をもつ職員は多くな

いため、調書の作成に時間を要してしまっている

のが現状である。 

 

 以上の課題を解決し、進達手続きを迅速化するこ

とによって、次のような効果があると予想される。 

 

Ⅰ事業計画進捗の迅速化 

 天竜川水系の直轄砂防事業における計画上の対象

土砂量は約133,000千㎥となっており、中部地方整

備局管内の直轄砂防事業としては最大規模のものと

なっている。進達手続きが円滑に進めることができ

れば、事業全体の迅速化につながり、より早く整備

率を上げることが可能になる。 

 

Ⅱ相続による用地買収煩雑化の回避 

砂防指定地が告示されなければ、用地買収を行う

ことができないため、進達手続きを行っている間に、

地権者等関係者が亡くなってしまい、相続が発生す

ることで、用地買収手続きが煩雑化する恐れがある。 

 特に山間部では、地区の構成員全員が共有持分と

している土地や、1名の地権者からの相続人が50名

を超える土地が多く点在しており、また、その相続

人が都市部など遠方へ転居している場合も少なくな

い。そのため、相続が生じた場合、地権者が一気に

増加し、一筆に対する用地買収手続きの負担が大幅

に増大する事例が発生しうる。 

 平成26年度現在、長野県の高齢化率は29.2％と、

全国平均の26.7％を2.5ポイント上回っていることか

ら、相続が発生し用地買収手続きが煩雑化する蓋然

性は高まっており、用地買収の問題は今後さらに大

きな課題となることが推察される。 

 進達手続きの時間が短縮されることで、用地買収

の着手時期が早まり、上述の課題を回避することに

つながる。 

 

Ⅲ申請調書作成コストの低減 

 申請調書には、座標によって標柱を設定し砂防指

定地の範囲を決定するなど、作成にあたって専門性

の高い資料が含まれることから、天竜川上流河川事

務所では、申請調書の作成を業務委託により行って

いる。そのため、申請調書に修正等が発生すれば、

業務委託での対応等をすることとなるが、申請調書

作成前に砂防指定地の範囲等について意見を集約し、

修正回数を減らすことができれば、業務委託の経費

削減につながると期待される。 

 

３．進達手続きの効率化に向けた改善案 



 

 

 

(1)予備設計段階での調書作成 

上記2.(2)b)で述べた①、②の要因に対する解決策

として「詳細設計までが完了するよりも早い段階で、

申請調書の作成に着手する」ことが考えられる。予

備設計の段階で、申請調書を部分的に作成すること

で、ヒアリング直前の申請調書作成の時間を短縮す

ることができる。また、設計業務履行中に、検討内

容について河川部水政課に意見を照会することで、

照会した結果を設計に活かすことが可能になると思

われる。従来の手続きの流れと、本節の提案内容の

流れを、それぞれ図-6と図-7に示した。 

 

図-6 従来の申請調書作成の流れ 

 

 
図-7 提案内容の申請調書作成の流れ 

 

(2)主要な区切りの打合せとヒアリングの同時実施 

「主要な区切り」とは、土木設計業務等共通仕様

書第1111条の2で規定される、設計業務中に発注者

と受注者が打合せを行わなければならない重要な時

点のことである。例えば、砂防堰堤の予備設計では、

「施設設計完了時」が標準的な主要な区切りとされ

ている。 

そしてこの主要な区切りとして行う打合せと同時

期に、河川部の河川計画課や河川工事課と打合せを

行うこととなっている（平成16年4月26日付け河川

工事課事務連絡）。この打合せでは、設計の考え方

や構造について審査を行うことで、発注時の手戻り

をなくすことが目的とされている。つまり、河川部

ヒアリングでは砂防指定地の考え方について審査を

行い、主要な区切りの打合せでは設計の内容におけ

る審査を行うこととなっている。 

 しかし、設備の設計は砂防指定地の指定範囲にも

影響する可能性があり、その逆に指定可能な範囲が

設計に影響する可能性もある。砂防指定地のヒアリ

ングと主要な区切りの打合せは、審査する着目点と

して重複する部分もあるため、2つの打合せは同時

に行われることが望ましいと言える。 

 例えば、設備の位置や規模を検討するにあたって、

砂防指定地の指定を避けるべき地理上の問題等があ

れば、その土地を避けた位置選定や施設設計を行う

ことができ、後に設計を修正する必要がなくなると

推察される。 

 上記(1)のように、申請調書の一部を予備設計時

点で作成すれば、予備設計業務の主要な区切りの打

合せで、申請調書案の審査もできるようになる。主

要な区切りの打合せで得られた課題は、予備設計業

務やそれ以降の業務に活かすこともでき、申請調書

にも活かせるようになると予想される。 

 

(3)設計業務による調書の作成 

調書作成に時間とコストを要する一因として、設

計を行っている業者と、調書を作成している業者が

基本的に異なっていることが挙げられる。調書を作

成する業者が設計業務の報告書を全て確認した上で、

調書の作成を始めるため、作成に時間がかかり、そ

の分の経費が発生している。 

これを回避し、かつ、予備設計や詳細設計等の各

段階で徐々に調書を作成していく方法として、「設

計業者が、設計業務と並行して調書を作成する」と

いう手法が考えられる。発注・契約方法についての

検討が必要となるものの、設備の位置や構造の選定

根拠などについて最も熟知している設計業者自身が、

申請調書を作成することになれば、作成時間は短縮

され、また、コストも低下すると予想される。さら

に、設計業者が申請調書を作成することで、調書の

作成に必要となる情報や写真を設計業務の中で収集

するようになるというフィードバック効果も期待で

きる。 

試行的な段階では、調書の作成に慣れた業者が限

られるため、かえって時間やコストが増加する恐れ

はある。しかし、中長期的に見たときには、砂防設

備の設計業務を受注する業者の多くが、砂防指定地

の指定まで意識して検討を行うことができる状態に

なることが期待される。 

  

(4)申請調書作成マニュアルの作成 

 現在、調書作成を設計業務に組み込むため、設計

の各段階で作成できる資料の整理（図-8参照）と設

計業務受注者用の申請調書作成マニュアルの作成を

進めている。これは、河川部局河川部水政課が作成



 

 

している「砂防指定地指定の進達資料の補足 中部

地整版」をもとに、過去の修正内容や図面作成上の

注意点等を整理したものである。これにより、従前

に申請調書を作成したことがない業者であっても、

マニュアルを用いて発注及び業務指示を行うことで、

比較的容易に資料を作成することができるようにな

る。 

 加えて、作成したマニュアルは組織内においても

有用なものとなることが期待される。進達手続きは、

事業全体における工程の一つであるものの、進達手

続きの事務に携わる職員は少なく、手続きの内容は

広く知られていない。マニュアルを組織内で共有す

ることができれば、初めて進達手続きの事務に携わ

る職員であっても理解を早めることができ、手続き

の迅速化につながると思われる。 

 

 
図-8 各設計段階において作成可能な資料の整理 

 

４．まとめ 

 

 ここまで、事業の進捗への影響を中心に砂防指定

地の手続きについて話を進めてきたが、砂防指定地

の本来的な意味は、「治水上砂防のための砂防設備

を要する土地、または、一定の行為を禁止若しくは

制限すべき土地」である。事業が計画されている多

くの渓流には、不安定な土砂や流木が堆積している

状態であるため、渓流付近を砂防指定地に指定し行

為制限を行うことは、事業の進捗だけでなく、地域

住民の安全につながるものとなる。しかし、一方で、

砂防指定地に指定するということは法的に土地利用

の制限を行うということであるため、制限する範囲

については慎重に判断しなければならず、指定まで

に要する時間のみを重視した手続きを行うべきでは

ないことは明らかである。 

 今回の提案内容は、ただ手続きを簡略化するので

はなく、従前より入念な資料作成及び審査を行うこ

とによって、手続き上の修正や手戻りを極力減らし、

結果として作業時間を短縮することが狙いである。 

 以上の内容はまだ試行段階であり、これらによっ

て業務改善が達成されたと判断されるかは不透明で

ある。しかし、進達手続きが抱える課題を解決する

ための第一歩として、取り組んでいくべきものであ

ると言える。 
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